
平成１６年延長産業連関表の公表について 
 

平 成 ２ ０年 ６月 １ ９日 

経済産業政策局調査統計部 

 

 

経済産業省では、昭和４８年表から平成１１年表まで、

全国産業連関表の基本分類で延長推計し作成していた

産業連関表を復活させ、このたび、平成１６年延長産業

連関表を６年ぶりに取りまとめた。 

 

 
延長産業連関表は、公表の早期化から平成１２年表からは推計資料を動態統計に、

推計方法も簡略化し、簡易延長表（以下「簡易表」という）を作成・公表してきた。しかし、

動態統計の利用は推計年次が基準年次から離れるに従って推計値にバイアスが生じる

こと、中間投入や付加価値推計の資料が少ないこと、詳細な分類による精度の高い推

計が困難であったことなどから、統合部門での公表となり利活用の範囲も限定的になら

ざる得ない。 

近年、エネルギー分析、価格分析や特定分野の分析などでより詳細な品目レベルで

の分析が求められ、基本分類での産業連関表が切望された。これらの要望を踏まえ、こ

の度基本分類での延長産業連関表（以下「延長表」という）の作成を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
＜掲載先＞ 
 http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kanieio/result-2.html 
 
 ＜お問い合わせ先＞ 
 経済産業省経済産業政策局調査統計部 
   経済解析室産業連関（延長表）担当 
 〒100-8902 東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 
 電話 03-3501-6648（ダイヤルイン） 
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１． 平成１６年延長産業連関表の特徴 

 

① 部門分類  － 行５１５部門×列４０３部門の基本分類 － 
延長表の部門数は行５１５部門×列４０３部門であり、基準年の全国表と同様の

部門数で作成している。ただし、自家輸送（旅客自動車、貨物自動車）の部門は、

分析面の観点から各生産部門の活動として表章し、設けていない。また、粗付加

価値部門のうち資本減耗引当（社会資本等減耗分）、最終需要部門のうち中央政

府集合的及び個別消費分と、地方政府集合的及び個別消費分の各々社会資本

減耗分の部門についても掲上していない。そのため、これらに関係する部門につ

いては資本減耗引当（社会資本等減耗分）だけ全国表の生産額より少ない。 

なお、簡易表は平成１２年表から平成１４年表まで行７１部門×列７１部門で公表

していたが、平成 15 年表より行１８６部門×列１８６部門で公表している。 

 

第１表 延長産業連関表の部門数の推移 
基準年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年

表年次
昭和48～
51年
昭和52～
56年
昭和57～
60年
昭和61～
平成3年

平成4～
7年
平成8～
11年
平成12～
14年
平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

延長産業連関表
（延長表）

行541部門
列407部門

行554部門
列407部門

行539部門
列404部門

行526部門
列405部門

行525部門
列409部門

行517部門
列401部門

－ －
行515部門
列403部門

行515部門
列403部門
（予定）

行515部門
列403部門
（予定）

簡易延長産業連関表
（簡易表）

－ － － － － －
行71部門
列71部門

行186部門
列186部門

行186部門
列186部門

行186部門
列186部門

行186部門
列186部門

平成7年 平成12年

 
 
② 推計方法 
（１） 統計調査の利用 

簡易表は動態統計を中心に使用したが、延長表は、基本表の推計方式に準

拠することから既存の構造統計調査及び動態統計調査を使用する。 

 

（２） 表の投入・産出推計及びバランス調整 

延長表は、構造統計や、原材料統計、農家経済調査等から得られるそれぞれ

の原材料の投入や産出先の値を利用し、投入額や産出額を推計し、その補正も

一次統計を基に行っている。ただし、短期間で全ての調整を行うことは困難であ

るため、投入額、産出額とも国内生産額との差を可能な限り小さくなるよう人的に

補正した後、機械的なバランス調整を行った。 

簡易表のバランス調整は、固定できる部門以外について国内生産額と、輸出

入、総供給や ＧＤＰの推計値と比較補正してから、機械的なバランス調整を

行っている。そのため、一次統計から得られるような詳細部分の数値の精度が得

ることができない。 
 

２．平成１６年延長産業連関表と簡易延長産業連関表の差 

    （１）  主要項目 

主要項目のうち、「総供給額（総需要額）」は簡易表と比べると、6.4 兆円の乖

離となった。これを需要側からみると､「中間需要額」が 6.2 兆円の乖離、「国内

最終需要」は 0.2 兆円の乖離となった。 
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第２表 主要項目 

平成12年 簡易・延長 乖離率 簡易・延長
基本表 簡易表 延長表 差 （％） 簡易表 延長表 差

936,919 913,572 919,995 6,423 0.7 ▲ 2.5 ▲ 1.8 0.7 

507,268 497,081 497,250 170 0.0 ▲ 2.0 ▲ 2.0 0.0 

561,429 561,048 561,218 170 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.0 0.1 

503,942 492,234 492,404 170 0.0 ▲ 2.3 ▲ 2.3 0.0 

373,654 377,282 377,879 597 0.2 1.0 1.1 0.1 

家計外消費支出（列） 19,171 18,748 18,174 ▲ 574 ▲ 3.1 ▲ 2.2 ▲ 5.2 ▲ 3.0 

民間消費支出 280,990 280,532 282,436 1,905 0.7 ▲ 0.2 0.5 0.7 

一般政府消費支出 73,492 78,002 77,268 ▲ 734 ▲ 0.9 6.1 5.1 ▲ 1.0 

130,289 114,952 114,525 ▲ 427 ▲ 0.4 ▲ 11.8 ▲ 12.1 ▲ 0.3 

公的資本形成 35,829 26,117 27,824 1,708 6.5 ▲ 27.1 ▲ 22.3 4.8 

民間資本形成 94,183 88,685 85,485 ▲ 3,200 ▲ 3.6 ▲ 5.8 ▲ 9.2 ▲ 3.4 

在庫純増 277 150 1,216 1,065 709.1 － － ー

57,487 68,814 68,814 0 0.0 19.7 19.7 0.0 

54,161 63,967 63,967 0 0.0 18.1 18.1 0.0 

平成16年

0.7

429,651 1.5 

0.7 6,423

　暦年実績額（10億円） 対12年伸び率（％）

416,491

主要項目
（時価評価）

国内最終需要

消費

▲ 0.7 ▲ 1.4 

422,745

983,962

▲ 3.1 

977,539

平成16年

▲ 1.6 

991,080

投資

最終需要額計

総供給額＝総需要額

輸　　　 　　　出

1.5

輸　　　 　　　入

= 中間需要額

付加価値額

6,254

国内生産額

中間投入額

 
注） 四捨五入の関係により、合計と内訳の合計が一致しない場合がある(以下、同様)。 

 

  （２） 国内最終需要 

      「国内最終需要」の内訳で乖離が大きい項目をみると、「民間消費支出」が 1.9

兆円、「民間資本形成」が 1.7 兆円、「在庫純増」が 1.1 兆円、「民間資本形成」

が▲3.2 兆円となった。 

      なかでも在庫については乖離率が 709.1％と大きく乖離しており、半製品・仕

掛品在庫や生産者製品在庫は工業統計調査を用いるなど、構造統計等から得

られるデータから推計したことによる。 

 

第３表 国内最終需要 

簡易・延長 乖離率 簡易・延長

簡易表 延長表 差 （％） 簡易表 延長表 差

492,234 492,404 170 0.0 100.0 100.0 0.0 

377,282 377,879 597 0.2 76.6 76.7 0.1 

家計外消費支出（列） 18,748 18,174 ▲ 574 ▲ 3.1 3.8 3.7 ▲ 0.1 

民間消費支出 280,532 282,436 1,905 0.7 57.0 57.4 0.4 

一般政府消費支出 78,002 77,268 ▲ 734 ▲ 0.9 15.8 15.7 ▲ 0.1 

114,952 114,525 ▲ 427 ▲ 0.4 23.4 23.3 ▲ 0.1 

公的資本形成 26,117 27,824 1,708 6.5 5.3 5.7 0.4 

民間資本形成 88,685 85,485 ▲ 3,200 ▲ 3.6 18.0 17.4 ▲ 0.6 

在庫純増 150 1,216 1,065 709.1 0.0 0.2 0.2 

投資

平成16年 平成16年

　暦年実績額（10億円） 構成比（%）

国内最終需要

消費

 
 
  （３） 国内生産額 

国内生産額を簡易表と比べると、6.4 兆円の乖離があった。 
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部門別にみると、「製造業」が 8.2 兆円（乖離率 2.8%）、「通信・放送」が▲3.3 兆円

（同▲14.3%）と大きく乖離している。これは、「製造業」は生産動態統計調査を用いた

推計から工業統計調査中心の推計に変更したことにより、「通信・放送」は第３次産業

活動指数を用いた推計から通信白書、通信産業基本調査などを用いたことによる。 

 

第４表 国内生産額 
国内生産額（10億円） 構成比（%）

簡易・延長 乖離率 簡易・延長
簡易表 延長表 差 （％） 簡易表 延長表 差

農林水産業 13,574 13,887 313 2.3 1.5 1.5 0.0
鉱業 1,046 1,021 ▲ 25 ▲ 2.4 0.1 0.1 ▲ 0.0
製造業 293,588 301,751 8163 2.8 32.1 32.8 0.7
建設 64,063 64,063 0 0.0 7.0 7.0 ▲ 0.0
電力・ガス・水道 26,429 26,343 ▲ 86 ▲ 0.3 2.9 2.9 ▲ 0.0
商業 89,479 89,479 0 0.0 9.8 9.7 ▲ 0.1
金融・保険 39,290 39,105 ▲ 185 ▲ 0.5 4.3 4.3 ▲ 0.1
不動産 69,445 69,445 0 0.0 7.6 7.5 ▲ 0.1
運輸 37,082 39,659 2577 6.9 4.1 4.3 0.3
通信・放送 22,746 19,489 ▲ 3257 ▲ 14.3 2.5 2.1 ▲ 0.4
公務 28,915 27,481 ▲ 1434 ▲ 5.0 3.2 3.0 ▲ 0.2
サービス 223,814 224,129 315 0.1 24.5 24.4 ▲ 0.1
分類不明 4,101 4,144 43 1.0 0.4 0.5 0.0
　　計 913,572 919,995 6423 0.7 100.0 100.0 0.0

平成16年 平成16年

 
 

  （４） 投入構造の変化 

投入構造の変化を、中間投入額についてみると、6.2 兆円の乖離があった。 

中間投入率（中間投入額／国内生産額）を部門別にみると、農林水産業（▲1.7％）、

商業（▲1.2%）、鉱業（▲0.8%）などが減少し、建設（2.3%）、公務（2.1%）、電力・ガス・水

道（0.8%）などが上昇した。これは中間投入額、付加価値額の推計に「農林水産業」で

は農業経済調査や生産者統計、「製造業」では工業統計調査、サービス関連の部門

では特定サービス実態調査や、法人統計調査を用いて個別に推計を行ったことによ

る。 

第５表 投入構造                            

合 計
農林水
産業

鉱業 製造業 建設
電力・ガ
ス・水道

商業
金融
・保険

不動産 運輸
通信
・放送

公務 サービス 分類不明

延長表 422,745 6,090 556 200,514 33,309 12,173 26,221 12,305 9,120 15,923 8,055 10,342 85,195 2,943

簡易表 416,491 6,190 578 193,096 31,864 12,008 27,270 12,372 9,162 15,178 9,349 10,270 86,289 2,867

簡易・延長差 6,254 ▲ 100 ▲ 22 7,418 1,445 165 ▲ 1,049 ▲ 67 ▲ 42 745 ▲ 1,294 72 ▲ 1,094 76

延長表 497,250 7,797 465 101,237 30,754 14,171 63,258 26,800 60,325 23,735 11,434 17,139 138,934 1,201

簡易表 497,081 7,383 467 100,492 32,199 14,422 62,209 26,918 60,283 21,905 13,398 18,645 137,526 1,234

簡易・延長差 169 414 ▲ 2 745 ▲ 1,445 ▲ 251 1,049 ▲ 118 42 1,830 ▲ 1,964 ▲ 1,506 1,408 ▲ 33

延長表 46.0 43.9 54.5 66.5 52.0 46.2 29.3 31.5 13.1 40.2 41.3 37.6 38.0 71.0

簡易表 45.6 45.6 55.3 65.8 49.7 45.4 30.5 31.5 13.2 40.9 41.1 35.5 38.6 69.9

簡易・延長差 0.4 ▲ 1.7 ▲ 0.8 0.7 2.3 0.8 ▲ 1.2 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.7 0.2 2.1 ▲ 0.6 1.1

延長表 54.0 56.1 45.5 33.5 48.0 53.8 70.7 68.5 86.9 59.8 58.7 62.4 62.0 29.0

簡易表 54.4 54.4 44.7 34.2 50.3 54.6 69.5 68.5 86.8 59.1 58.9 64.5 61.4 30.1

簡易・延長差 ▲ 0.4 1.7 0.8 ▲ 0.7 ▲ 2.3 ▲ 0.8 1.2 0.0 0.1 0.7 ▲ 0.2 ▲ 2.1 0.6 ▲ 1.1

中間投入額
（億円）

中間投入率
(%)

付加価値額
（億円）

付加価値率
(%)

 
※「簡易表」と「延長表」 
「簡易表」は、部門分類が粗く、統合部門での表章であるが、その公表は原則、対象年次の翌年であ

る。一方、「延長表」は詳細な基本分類であるが、その公表は対象年次の翌々年と遅くなる。このように、

「詳細さ」と「速報性」でそれぞれ表の特徴があるので、これらを考慮した上で各表をご利用ください。 



01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 51

農林水産業 鉱業 製造業 建設 電力・ガス・水道 商業 金融・保険 不動産 運輸 通信・放送 公務 サービス 分類不明 内生部門計

01 農林水産業 1,504,262 284 6,154,048 120,634 0 9,529 0 107 2,283 0 2,340 1,413,181 0 9,206,668
02 鉱業 251 2,989 9,056,017 477,987 2,644,220 0 0 0 58 0 640 6,137 997 12,189,339
03 製造業 2,597,031 173,084 123,526,353 18,762,383 1,700,467 3,456,221 1,103,561 208,295 3,273,587 409,151 3,487,959 29,687,572 391,743 188,777,407
04 建設 69,254 6,504 1,125,839 143,829 1,137,750 476,321 143,604 2,697,712 428,834 159,929 558,546 1,282,930 73 8,231,125
05 電力・ガス・水道 80,399 32,003 5,947,518 422,768 1,483,572 1,072,463 230,585 208,686 841,760 303,628 1,142,544 5,534,158 64,305 17,364,389
06 商業 600,564 47,261 13,696,244 3,755,089 412,485 1,559,151 193,624 82,448 633,712 93,764 523,095 8,259,937 82,116 29,939,490
07 金融・保険 465,816 68,853 3,863,651 795,093 779,707 4,719,443 2,968,113 3,329,377 2,246,353 546,670 142,418 6,153,957 1,190,605 27,270,056
08 不動産 6,598 11,025 868,097 233,911 229,462 2,729,840 631,608 408,535 675,993 392,495 53,936 2,964,046 46,156 9,251,702
09 運輸 332,723 35,560 7,125,153 2,022,818 575,303 2,030,512 610,780 47,655 4,229,433 356,121 808,366 2,967,088 100,185 21,241,697
10 通信・放送 8,833 6,763 978,248 743,618 131,403 1,997,611 700,531 103,919 309,738 1,907,612 460,119 4,563,989 94,026 12,006,410
11 公務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 616,611 616,611
12 サービス 330,534 156,898 24,302,824 5,576,772 2,952,289 7,503,638 5,450,129 1,740,480 3,081,092 3,784,111 3,142,558 21,605,983 355,864 79,983,172
13 分類不明 65,605 14,781 1,594,879 253,833 125,857 666,209 272,750 293,052 200,312 101,211 19,677 755,563 0 4,363,729
51 内生部門計 6,090,156 556,005 200,513,568 33,308,735 12,172,515 26,220,938 12,305,285 9,120,266 15,923,155 8,054,692 10,342,198 85,194,541 2,942,681 422,744,735
52 家計外消費支出（行） 80,977 49,738 5,251,096 1,086,858 516,323 1,926,490 1,322,098 224,284 1,073,017 1,323,558 576,135 4,659,777 83,863 18,174,214
53 雇用者所得 1,144,443 168,736 48,978,983 22,574,619 4,668,433 41,423,325 12,541,195 2,233,301 14,990,999 4,978,594 16,500,291 92,996,684 237,296 263,436,899
54 営業余剰 4,663,503 108,862 17,887,331 1,604,438 3,412,061 10,699,597 9,507,497 31,363,840 2,909,994 1,563,440 0 18,179,533 434,728 102,334,824
55 資本減耗引当 1,406,062 93,475 13,553,069 3,002,098 4,125,402 5,148,943 3,560,703 22,562,696 3,218,667 2,965,156 0 17,882,278 393,208 77,911,757
56 間接税（除関税・輸入品商品税） 679,706 50,555 16,144,340 2,755,602 1,672,696 4,274,463 1,428,002 4,154,700 1,751,515 610,829 62,775 6,854,760 53,884 40,493,827
57 （控除）経常補助金 -178,080 -6,310 -577,381 -269,505 -223,936 -215,062 -1,559,639 -214,013 -208,736 -7,459 0 -1,638,895 -2,012 -5,101,028
69 粗付加価値部門計 7,796,611 465,056 101,237,438 30,754,110 14,170,979 63,257,756 26,799,856 60,324,808 23,735,456 11,434,118 17,139,201 138,934,137 1,200,967 497,250,493
70 国内生産額 13,886,767 1,021,061 301,751,006 64,062,845 26,343,494 89,478,694 39,105,141 69,445,074 39,658,611 19,488,810 27,481,399 224,128,678 4,143,648 919,995,228

52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70

家計外消費支
出（列）

民間消費支出 政府消費支出
国内総固定資
本形成（公的）

国内総固定資
本形成（民間）

在庫純増
国内最終需要
計

国内需要合計 輸出 調整項 輸出計 最終需要計 需要合計 （控除）輸入 （控除）関税
（控除）輸入品
商品税

（控除）輸入計
最終需要部門
計

国内生産額

01 農林水産業 84,556 3,721,005 0 0 211,879 640,940 4,658,380 16,167,988 62,256 2,145 64,401 4,722,781 16,232,389 -2,190,629 -43,367 -111,626 -2,345,622 2,377,159 13,886,767
02 鉱業 -535 -6,791 0 0 -5,556 28,593 15,711 12,205,050 14,445 559 15,004 30,715 12,220,054 -10,036,984 -40,301 -1,121,708 -11,198,993 -11,168,278 1,021,061
03 製造業 3,293,993 59,876,698 434,776 3,140,914 32,058,747 29,547 98,834,675 287,612,082 53,087,215 1,404,393 54,491,608 153,326,283 342,103,690 -37,326,419 -746,252 -2,280,013 -40,352,684 112,973,599 301,751,006
04 建設 0 0 0 22,415,626 33,416,094 0 55,831,720 64,062,845 0 0 0 55,831,720 64,062,845 0 0 0 0 55,831,720 64,062,845
05 電力・ガス・水道 5,000 8,322,762 557,070 0 0 0 8,884,832 26,249,221 96,846 0 96,846 8,981,678 26,346,067 -2,573 0 0 -2,573 8,979,105 26,343,494
06 商業 1,714,455 42,733,485 4,030 702,250 8,899,364 402,125 54,455,709 84,395,199 5,693,985 0 5,693,985 60,149,694 90,089,184 -610,490 0 0 -610,490 59,539,204 89,478,694
07 金融・保険 257 11,874,737 0 0 0 0 11,874,994 39,145,050 577,253 0 577,253 12,452,247 39,722,303 -617,162 0 0 -617,162 11,835,085 39,105,141
08 不動産 0 60,166,381 18,965 0 0 0 60,185,346 69,437,048 9,117 0 9,117 60,194,463 69,446,165 -1,091 0 0 -1,091 60,193,372 69,445,074
09 運輸 566,275 14,482,173 -43,290 62,362 766,481 114,458 15,948,459 37,190,156 5,674,169 0 5,674,169 21,622,628 42,864,325 -3,205,714 0 0 -3,205,714 18,416,914 39,658,611
10 通信・放送 184,666 7,312,770 0 0 0 0 7,497,436 19,503,846 55,330 0 55,330 7,552,766 19,559,176 -70,366 0 0 -70,366 7,482,400 19,488,810
11 公務 0 809,693 26,055,095 0 0 0 26,864,788 27,481,399 0 0 0 26,864,788 27,481,399 0 0 0 0 26,864,788 27,481,399
12 サービス 12,325,547 73,105,508 50,241,585 1,503,287 10,137,683 0 147,313,610 227,296,782 2,074,334 1,618 2,075,952 149,389,562 229,372,734 -5,243,939 0 -117 -5,244,056 144,145,506 224,128,678
13 分類不明 0 38,068 0 0 0 0 38,068 4,401,797 60,188 61 60,249 98,317 4,462,046 -317,475 -454 -469 -318,398 -220,081 4,143,648
51 内生部門計 18,174,214 282,436,489 77,268,231 27,824,439 85,484,692 1,215,663 492,403,728 915,148,463 67,405,138 1,408,776 68,813,914 561,217,642 983,962,377 -59,622,842 -830,374 -3,513,933 -63,967,149 497,250,493 919,995,228

0

0

平成１６年延長産業連関表（１３部門）

4


